
［原因と対策の報告の公表文（様式２）］ 

伊方発電所から通報連絡のあった異常に係る原因と対策の
報告について（令和４年７月分） 

Ｒ４.１１.１０ 
原子力安全対策推進監 
電話番号 089-912-2352 

１ 四国電力㈱から、伊方発電所で令和４年７月に発生した１件の設備の異常に係

る原因と対策の報告がありましたので、お知らせします。 

［報告書の概要］ 
県の 
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異常事項 
発生 

年月日 
原 因 対 策 

Ｂ 特定重大事

故等対処施

設の計装設

備の不具合 

（３号機） 

４.７.７ 伊 方 発 電 所 ３ 号 機 は 通 常 運 転

中、特定重大事故等対処施設の計

装設備を点検していたところ、複

数 の 計 装 設 備 の う ち 一 部 に つ い

て、部品（消耗品）であるシール

材等が組み込まれていないことを

保修員が確認した。 

その後、同種のすべての計装設

備にシール材等を組み込み、正常

に機能することを確認の上、検査

等を行い、通常状態に復旧した。 

また、特定重大事故等対処施設

の供用を開始した時(令和３年10月

５日)から、計装設備を正常な状態

に復旧した時（令和４年７月７日

16時01分）までの間、同種の計装

設備がすべて事故時に動作不能と

なる可能性があったため、保安規

定に定める運転上の制限を満足し

ていなかったものと判断した。 

本事象によるプラントへの影響

及 び 環 境 へ の 放 射 能 の 影 響 は な

い。 

そ の 後 の 調 査 の 結 果 、 本 事 象

は、新規に開発された計装設備の

コネクタについて、開発メーカＢ

から製作メーカＣへ事業移管の際

に、コネクタの特殊な接続要領が

移 管 さ れ て い な か っ た こ と に よ

り、当該計装設備の設計及び施工

メーカであるメーカＡが当該計装

設備を設置する際、シール材等の

必要性を認識できず装着されなか

ったこと、また、開発メーカＢか

ら製作メーカＣへの事業移管にお

いて、メーカＡが以下を確認する

仕組みがなかったことが原因であ

ると判断した。 

(1) 当該計装設備にシール材等を

組み込み、復旧した。 

(2) 当該計装設備の設計及び施工

メーカであるメーカＡは、原

子力プラント向けに開発した

製品について、業者間の事業

移管が発生した際には、以下

の事項を調査・検証するよ

う、マニュアルを改訂した。 

・製品の機能実現のために

開発時に設計された情報

が移管元から提出される

設計情報に反映されてい

ること。 

・移管元及び移管先の双方

から、事業移管に係る設

計情報を提出させ、設計

情報が漏れなく移管され

たこと。 

(3) メーカＡは、原子力プラント

向けに開発した製品や事業移

管された製品を使用した工事

設計や部品設計をする際に

は、製品の機能実現のために

開発時に設計された情報が漏

れなく工事の設計資料、要領

書等に反映されていることを

確認し、関係部門へ展開する

よう、マニュアルを改訂し

た。 

(4) 四国電力㈱は、メーカＡに対

し、再発防止対策の妥当性に

ついて監査を実施し、対策

(2)及び(3)のマニュアル改訂

等が実施され、再発防止が図

られていることを確認した。 

(5) 四国電力㈱は、以下の事項を

標準発注仕様書に反映し、原

子力プラント向けに開発され



県の 
公表 
区分 

異常事項 
発生 

年月日 
原 因 対 策 

・開発メーカＢからメーカＡに

対する事業移管の許可申請に

伴う技術情報提出時に、製品

の機能実現のために開発時に

設計された情報が設計資料に

反映されていることの確認 

・開発メーカＢから製作メーカ

Ｃへの技術情報移管時に、設

計情報が漏れなく移管されて

いることの確認 

た製品に対しての要求事項を

明確にした。 

・原子力プラント向けに新

規に開発された製品を製

作する際には、開発段階

の製品の機能実現のため

に必要な情報が漏れなく

反映されていることを確

認すること。 

※令和４年３月 18 日に発生した「一次冷却材中のよう素濃度の上昇」、及び令和４年６月 25 日に
発生した「空冷式非常用発電装置の充電器の不具合」については、現在、四国電力㈱において調
査中であり、「伊方原子力発電所異常時通報連絡公表要領」に基づき、原因と対策の報告書を受
理後、来月以降に公表します。 

 

２ 県としては、伊方発電所に職員を派遣し、対策が適切に実施されていることを

確認しています。 


